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経常収入合計
9,267,253千円

収　入
経常支出合計
9,677,050千円

支　出

保険料
9,014,564千円／88.0%

保険給付費
4,998,740千円／48.8%
●法定給付費
　4,621,600千円／45.1%
●付加給付費
　377,140千円／3.7%

事務費
89,860千円／0.9%

保健事業費
802,522千円／7.8%

その他の経常支出
5,157千円／0.1%

財政調整事業拠出金・その他
205,907千円／2.0%

予備費
360,155千円／3.5%

その他の経常収入
252,689千円／2.5%

調整保険料収入・他
205,859千円／2.0%

別途積立金繰入
650,000千円／6.3%

財政調整事業交付金
120,000千円／1.2%

納付金
3,780,771千円／36.9%
●前期高齢者納付金
　1,386,871千円／13.5%
●後期高齢者支援金
　1,739,038千円／17.0%
●病床転換支援金
　1,416千円
●退職者給付拠出金
　653,347千円
●老人保健拠出金
　99千円

6.4%
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導
」
に
つ
い
て
も
、
第
１
期
５
カ
年
計
画
の
２
年
目
を
迎
え
、

２
０
１
２
年
の
計
画
仕
上
げ
に
向
け
た
体
制
の
整
備
を
進
め
ま

す
。
厳
し
い
財
政
状
況
で
は
あ
り
ま
す
が
、
こ
れ
ら
に
必
要
な

予
算
は
確
保
し
て
い
ま
す
。

　
以
上
を
踏
ま
え
た
２
０
０
９
年
度
予
算
は
、
上
記
グ
ラ
フ
の

よ
う
に
保
険
料
率
の
改
定
に
よ
る
保
険
料
の
増
加
が
約
３
億
円

あ
る
も
の
の
、
今
回
の
料
率
改
定
の
原
因
と
も
い
え
る
、
高
齢
者

医
療
制
度
を
支
え
る
た
め
の「
納
付
金
」の
負
担
が
重
く
、
経
常

収
支
差
引
額
は
約
４・１
億
円
の
赤
字
予
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
健
保
組
合
と
し
ま
し
て
も
、
さ
ら
に
適
正
で
効
率
的
な
業
務

運
営
を
推
進
し
て
ま
い
り
ま
す
の
で
、
引
き
続
き
皆
様
の
ご
理

解
と
ご
協
力
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

　
保
険
料
率
の
改
定

　
当
健
保
組
合
は
合
併
創
立
以
来
、
単
年
度
の
赤
字
は
過
去
の

繰
越
剰
余
金
で
あ
る
「
別
途
積
立
金
」
で
対
処
す
る
こ
と
と
し
、

低
め
の
保
険
料
率
で
運
営
し
て
ま
い
り
ま
し
た
。
し
か
し
な
が

ら
、
収
支
環
境
は
厳
し
さ
を
増
し
て
お
り
、
特
に
２
０
０
８
年

４
月
の
高
齢
者
医
療
制
度
の
改
定
に
よ
る
負
担
増
が
加
わ
っ
て
、

赤
字
は
さ
ら
に
拡
大
し
つ
つ
あ
り
ま
す
。
こ
の
た
め
、
今
後
比

較
的
短
期
間
で
別
途
積
立
金
が
枯
渇
し
、
安
定
し
た
事
業
運
営

が
阻
害
さ
れ
る
危
惧
が
生
じ
て
い
ま
す
。

　
一
方
、
こ
の
制
度
改
定
の
影
響
を
あ
る
程
度
正
確
に
把
握
で

き
る
時
期
は
、
新
制
度
の
仕
組
み
上
、
そ
の
実
績
が
明
ら
か
と

な
る
２
～
３
年
後
と
な
り
ま
す
。

　
こ
の
た
め
、
本
格
的
な
対
応
策
の
立
案
は
２
０
１
１
年
度
頃

と
な
ら
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
が
、
付
加
給
付
を
含
め
た
現
行
制

度
の
特
徴
を
生
か
し
つ
つ
、
別
途
積
立
金
の
枯
渇
と
保
険
料

率
の
大
幅
な
引
き
上
げ
を
回
避
す
る
た
め
、
当
面
、
小
規
模

の
保
険
料
率
の
修
正
で
様
子
を
見
る
こ
と
が
得
策
と
判
断
し
、

２
０
０
９
年
度
の
保
険
料
率
を
改
定
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　
新
料
率
は
、
従
来
の
料
率
か
ら
２
ポ
イ
ン
ト
の
引
き
上
げ
に

あ
た
る
１
０
０
０
分
の
58
。
ま
た
、
事
業
主
・
被
保
険
者
の
負

担
は
そ
れ
ぞ
れ
１
ポ
イ
ン
ト
の
引
き
上
げ
で
、
事
業
主
39
、
被

保
険
者
19
と
な
り
ま
す
。

　
な
お
、
介
護
保
険
料
率
は
１
０
０
０
分
の
８・
４
（
事
業
主
・

被
保
険
者
折
半
）
の
ま
ま
変
更
あ
り
ま
せ
ん
。

　
予
算
の
概
要

　
保
健
事
業
は
、
付
加
給
付
等
の
独
自
の
給
付
と
あ
わ
せ
、
当

健
保
組
合
を
特
色
づ
け
る
事
業
で
す
。

　
２
０
０
９
年
度
も
社
員
本
人
と
、
家
庭
の
健
康
管
理
の
要
で

あ
る
配
偶
者
の
健
診
・
保
健
指
導
を
柱
と
し
て
実
施
し
て
ま
い

り
ま
す
が
、
昨
年
度
法
制
化
さ
れ
た
「
特
定
健
診
・
保
健
指

■組合概況（予算算出の基礎数値）

＊１　高齢者の医療を支えるための他制度への持ち出しにあたる費用を「特定保険
　　料」として独立させることで明確にするもの。

＊２　予備編成後に行われた、納付金額の減額修正を考慮した特定保険料率。
　　　（当初の料率は 26.06 ／ 1000）

被保険者数
平均標準報酬月額
保険料率
　事業主
　被保険者
保険料率のうち
特定保険料率（＊１）
介護保険料率
　事業主
　被保険者

2008年度予算
20,400 人
438,500 円
56.0 ／ 1000
38.0 ／ 1000
18.0 ／ 1000

23.88 ／ 1000

8.4 ／ 1000
4.2 ／ 1000
4.2 ／ 1000

2009年度予算
21,800 人
432,000 円
58.0 ／ 1000
39.0 ／ 1000
19.0 ／ 1000

23.75 ／ 1000

8.4 ／ 1000
4.2 ／ 1000
4.2 ／ 1000

増　減
＋ 1,400 人
－ 6,500 円
＋ 2.0 ／ 1000
＋ 1.0 ／ 1000
＋ 1.0 ／ 1000

なし
なし
なし

（＊２）

※経常収支差引額は年度ごとの振幅が大きいが、主たる原因は高齢者医療制度への
「納付金」（拠出金）の増減にある。

（単位 : 億円）
2003
年度決算
▲6.5

2004
年度決算
1.7

2005
年度決算
0.3

2006
年度決算
▲5.7

2007
年度決算
▲3.9

2 0 0 8
年度決算見込
▲ 2.7

2 0 0 9
年度予算
▲4.1

■経常収支差引額の推移

％は総額に占める割合

青字の項目…経常収入・経常支出
黒字の項目…経常外収入・経常外支出

用語をチェック！
▪経常収支
　基本的には毎期経常的、反復的に発生す
る収入支出。ただし、再保険の回収にあ
たる財政調整事業交付金が経常収支から
除かれており、企業会計の概念とは異質
なものです。

▪経常以外の収支
　臨時的に発生する収入支出。

２
０
０
９
年
度

２
０
０
９
年
度
の
保
険
料
率

な
ら
び
に
収
入
支
出
予
算
が

決
ま
り
ま
し
た
の
で
、

そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

な
ら
び
に

－ 0.13 ／ 1000


